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総合資源エネルギー調査会 

発電コスト検証ワーキンググループ（第５回会合） 

 

日時 平成27年４月16日（木）9：30～12：30 

 

場所 経済産業省 別館３階 312会議室 

 

（１）開会 

○山地座長 

 それでは、定刻になりましたので、発電コスト検証ワーキンググループ第５回を始めさせてい

ただきます。委員の皆さん、ご多用中のところ、ご出席いただきありがとうございます。 

 きょうは秋元委員と松村委員は少しおくれて参加ということでございますから、冒頭から参加

予定の委員の皆さんはおそろいでございます。 

 きょうはお手元にあると思いますが、資料が６点ございます。論点も多いので、前半と後半に

分けて資料の説明、議論というふうに進めさせていただきたいと思います。 

 

（２）議題 

   これまでの議論における論点等 

 

○山地座長 

 ではまず、事務局のほうから資料１「太陽光発電・風力発電のコスト低減等の考え方（案）」、

それから資料２「火力発電コストの燃料価格についての感度分析」、資料３「火力発電・揚水発電

関係のご指摘事項について」の説明をお願いいたします。 

○奥家需給政策室長 

 それでは事務局のほうから資料１、資料２、資料３についてご説明をさせていただきます。 

 まず資料１でございます。太陽光・風力のコスト低減に関する考え方ということでございまし

て、おめくりをいただきまして１ページ目でございます。第２回でも、世界の累積生産量の見通

しについて幾つかのシナリオをご紹介をさせていただきました。改めましてここで整理をさせて

いただいております。導入見通しの性質については、各国で実行中または検討中の政策をもとに

見込まれる導入量、つまり見通しというケースと、長期的な再エネの導入目標を設定して、そこ

からバックキャストさせて生産量を計算するケースと両方ございます。基本的に World Energy 



 2

Outlook の現行政策、新政策シナリオといったもの、もしくはＩＲＥＮＡのほうで参照シナリオ

といわれているようなものがまさに前者の政策の状況、方向などを踏まえた見通しとなってござ

いますが、一方でＩＲＥＮＡのその他のロードマップ2030とか、あとＩＥＡのＷＥＯの450ＰＰ

Ｍシナリオ、こういったものはまさにバックキャストさせて必要な量を累積生産量見通しとして

掲げていると。こういったものをどういうふうに使って低減の変数として扱うのかということが

一つの論点かというふうに思ってございます。 

 続きまして２ページです。委員の先生方からご指摘をいただいている国際価格に収れんしてい

った場合のコスト低減の考え方ということでございます。現在において、太陽光のモジュールや

インバータ等の機器について言いますと、やはり日本は高いというところが現実でございます。

一方で、一定量海外生産された機器が入っているというのも事実でございまして、機器類が国際

価格に収れんしていくというシナリオを一つまた用意をしておくというのも重要なポイントかと

思います。 

 ３ページをごらんください。実際に国際価格に収れんすると考えた場合のその考え方の整理で

ございます。右側のグラフで紹介させていただいております。日本はやはり設備導入コスト高い

ということで、日本以外の国において、一体どれぐらいの導入コストになっているのかというこ

とでございます。これがルーフトップのケースで平均で31.8万キロワット、メガソーラーのケー

スで20.5万キロワットということでございます。ただし、こういった設備導入コストの中には、

いわゆる建設費、コンストラクションという形で機器とまた別の扱いをしなければいけないもの

がございます。これが初期投資の中でどれぐらいの割合を占めているのかということで、ここの

分析をしているデータを踏まえて、右側のグラフでございます。これはヨーロッパのケースでご

ざいますが、住宅用ルーフトップのケースで大体76％が機器類。非住宅、メガソーラーのケース

で79％が機器類ということでございまして、この76％、79％が国際価格に収れんしていった場合

というのを想定させていただきたいというふうに思います。 

 ４ページでございます。この76％、79％の部分が国際価格に収れんしていくと仮定していった

場合、左側の絵にございますように、オレンジの国内価格というところは前回お示しをさせてい

ただきました今現在の国内価格が習熟曲線に従って落ちていくケースです。それが国際価格に収

束していくということでこの濃い青の三角形のラインになるわけですけれども、かなりやっぱり

低減効果があらわれるということでございまして、2030年時点で住宅用、これはバックキャスト

させているＷＥＯの 450ＰＰＭとか、ＩＥＡの２度シナリオのケースも含めたものでございます

が、16.6万から22万。メガで15.8万から19.4万円/キロワットということで、低減効果がある

というふうに見られるということでございます。 
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 続きまして５ページでございます。５ページについては設備の利用率の関係でございます。現

在、調達価格算定委員会のほうでも議論になっておりますが、パネルの設置容量、パワコンの容

量に対して大きくすることで、設備利用率を上げるという取り組みが実際行われているというこ

とが指摘されております。この関係について、実際にパネルの容量を増加して、コストを下げら

れるケース。さらに追加していくと、パネルの追加に対して、むしろパネルの追加のコストのほ

うが高くきいてきてしまうという効果があって、ちょうどＵ字型のコスト効果があらわれるとい

うことでございます。したがいましてこのＵ字型、最適化をするときのＵ字型、この右側の絵で

ございますが、これがボトムを打っているところというのが設備利用率として最も合理的であろ

うと。これが今のところ太陽の、メガソーラーのケースでいけば、大体設備利用率が14％程度と

いうことでございますので、ここの値を設備利用率として使ってみるということでいかがでしょ

うかということでございます。 

 続きまして７ページをごらんください。その他太陽光発電の将来の価格低減見通しに関するポ

イントを整理させていただいております。廃棄費用については第２回でもご議論いただきました。

前回は５％という比率で設定していた関係で、自動的に落ちるという仮定でしたが、ワーキング

グループでのご指摘も踏まえて、横置きとさせていただくということでいかがでしょうかという

ことでございます。また将来プラントの稼働年数について、前回35年という考え方でしたが、Ｎ

ＥＤＯの技術戦略のほうでは30 年を上限として捉えているということでございまして、30 年と

して考えてはいかがでしょうかということです。将来モデルプラントの運転維持費の低減という

ことでございますが、運転維持費の中で、ルーフトップ型についてはほとんど機器類。またメガ

ソーラーにつきましても、人件費の部分について落ちると考えるのはやや無理があるのですけれ

ども、機器類が多いこと、また調達価格算定委員会で想定している運転維持費も、安定的に落ち

ているということでございまして、ここの機器類の低減カーブをそのまま使う形にさせていただ

いたらどうであろうというふうに考えてございます。 

 続きまして風力でございます。風力発電コスト低減の考え方につきましては、太陽光と同様に

国際価格に収れんしていくというシナリオを想定するということは可能です。ただ一方で、風力

についても太陽と同様に、内外価格差がございまして、その割合は比較的高いということでござ

いますので、一つの想定ケースということにやはりなってくるだろうということです。 

 実際に、９ページです。国際価格に収れんさせていくということを整理をしてみた場合に、日

本以外の陸上風力の設備導入コストについては、22 万 2,000 円/キロワットということでござい

ます。風力については、陸上と着床式の洋上風力と両ケースございます。この中で、陸上につい

ては導入コスト、初期投資の中に占める機器の割合というのは非常に高い、８割近くということ
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で、ここは機器が、低減の機器が強いエリアになってくるのですけれども、着床式洋上風力にな

ってくると、機器の割合が実は余り高くないということでございまして、したがって想定するケ

ースとして、陸上風力のほうを主に考えてみるのが適当であろうというふうには考えてございま

す。 

 10ページで、実際に国際価格に収れんしていくケースというものを左側でご紹介をさせていた

だいております。やはり習熟曲線、国内価格が習熟曲線で落ちていくのに比べて、かなり大きな

割合で国際価格に収れんしていくときの価格低減効果があらわれるということでございまして、

2030年時点において、22万円/キロワット程度まで落ちるということが見込まれるということで

ございます。 

 11ページをごらんください。風力発電については、さらに規模を大きくした場合に、設備稼働

率を上げることができるのではないかというご指摘をいただいております。これにつきましても

精査を行いました。現在風力につきましては、技術的な観点から23％まで設備利用率を引き上げ

ましょうという目標を持っているというところでございます。実際に大型化が進むことで設備利

用率を上げることは可能は可能なのですけれども、アメリカにおける事象などをご紹介をさせて

いただきたいと思います。下のグラフで紹介させておりますが、左側の上、実際にアメリカにお

いての設備利用率を上げるために大型化を進めるために直径もしくは高さを大きくするという取

り組みが進められております。ただ、その下を見ていただくとわかるのですが、実際に設備利用

率が上がっているのかというと、実際はそれほど上がっておりません。その答えというのが右側

のグラフでございまして、アメリカにおいて風力発電を新規で追加していく場合に、適地がどん

どん実は限られていってきているということでございまして、設計上設備利用率をかなり高く設

定することができたとしても、適地が限られてきてしまって設備利用率が上げられないというよ

うな状況に直面してきつつあるということでございまして、こういった事情も踏まえて2020年以

降に導入される風力発電については設備利用率を 23％という形で置かせていただければという

ふうに考えてございます。 

 続きまして資料２でございます。資料２のほうにつきまして、火力発電の燃料価格の感度分析

ということでございます。こちらのほう、２ページをごらんください。価格の見通しにつきまし

て、2020年時点において上下10％ずれた場合の価格トレンド、ＷＥＯの見通しに対する価格トレ

ンドをご紹介をさせていただいております。22年時点で10％プラスマイナスを確定させた後、同

じ確率、同じ量だけふえる、もしくは減るということでございますので、積値としてはかなり大

きなインパクトが出てくるということでございます。どの程度のインパクトかということでござ

いますが、３ページをごらんください。石炭火力において燃料価格が10％変化すると大体0.4円
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/キロワットアワー程度の影響が出てくると。ＬＮＧにつきましては燃料価格が10％で約0.9円。

石油については10％で約1.6円、こういったコストへの影響が出てくるということでございます。

足元、燃料価格、特に石油が落ちているところでございます。 

 ２ページ、もう一回戻っていただきたいと思います。ＷＥＯの2014年シナリオからさらに足元

の石油の、原油の価格などは落ちてございます。実はその足元を反映した形で将来の見通しを示

したものがＥＩＡ、アメリカのＥＩＡのほうが、Energy Outlookを一昨日、日本でいうときのう

発表いたしました。そちらのほうも私たちのほうでは一応分析をさせていただいております。Ｅ

ＩＡのほうでは、足元については60 ドル弱からスタートをするのですけれども、2040 年時点で

は140ドルを突破してさらに上がっていくという、そういうシナリオになってございます。した

がって、上り坂が極めて厳しいという形になってございまして、緩やかなＷＥＯのケースと、ス

ティープがきついＥＩＡとの関係について、それほど積値として大きな差が出てくるだろうかと

いうような見立てをしております。したがいまして今回、上下10％、上下20％についての感度分

析を行うことになりますので、十分に足元の価格の変化のところについても勘案した形の試算を

行うことができるのではないかというふうに考えてございます。 

 続きまして資料３でございます。火力発電・揚水発電関係のご指摘事項ということでございま

す。 

 １ページ目でございます。こちらのほう、委員の先生から調整能力の現状についてやはり把握

をしておくべきだろうというご指摘がございました。調整を行うに当たってはやはり出力変化が

どれぐらいのスピードで１分間で何％程度出力を変更できるのかというところが一つ大きいポイ

ントになってきます。こちらの出力変化の速度については、ガスのほうが高くて、スチームが中

心の石炭のほうが遅いということでございます。また出力帯についても、高い出力のときには出

力変化速度が高くて、低い出力のときには出力変化速度が小さく設定されているということが特

徴となってございます。こういった特徴からガスのほうが調整能力つくれる分がございますけれ

ども、一方で熱効率の悪化具合については石炭のほうが落ちないということでございまして、熱

効率が維持されるという意味においては石炭にまた優位性があるということでございます。また

起動につきましても、ガスのほうが起動時間が早いということでございます。石炭の場合には週

末停止をすると次に起動するのに15時間、さらに数週間程度の長い点検をかけた場合には数日程

度起動するのに時間がかかるということでございまして、こういったところについて勘案しなが

ら調整を行っていく必要があるということでございます。 

 ２ページでございます。実際にどのような形で調整を行っていかなければいけないのかという

中で１点、ランプ現象というところもまた配慮しなければいけないポイントだというふうに思っ
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ております。ランプ現象は、細かい周波数に影響が出るような、細かいような出力の変動ではな

くて、一定期間上下にかなり、一定時間グーッと伸びる、もしくはグーッと落ちるというような

際に、どのような形で調整を行うのかというところが、自然変動電源の導入が拡大することに伴

って、一つさらに大きな課題になってくるということでございます。 

 こういった課題につきまして、３ページです。どのような技術開発の見通しを持つべきなのか

ということでございます。火力発電のプラントの事業者なども目標とすべきというふうに考えて

いるものというものが下の表であらわしているものでございまして、現状１分間に１％から３％

程度の調整を行えるのが石炭。ガスについては、コンバインドのケースで１から５％。これを将

来的には低出力で石炭の場合、５％で、高出力で８％、ガスについては14％まで１分間に調整を

できるようにしたい。また、最低出力についても今の半分ぐらいにすることで調整力を高めると

いうような目標を掲げているということでございまして、調整が必要になってくる量がふえれば

ふえるほど、こういったところに対する投資も必要になると。また、技術的には火力発電のスト

ップ・アンド・ゴーの回数がふえるということになりますので、疲労劣化対応のようなところも

大きい技術開発の課題になってくるということでございます。 

 続きまして４ページでございます。揚水についてご議論をいただいております。揚水の実態に

ついて改めて整理をさせていただきました。ご案内のとおり、揚水は基本的に夏の高需要期の調

整を行うためということで、役割が与えられていて、端境期である春・秋には補修を行うという

のが基本的なパターンです。大体二、三年に一度、一、二カ月程度をかけて点検等を行うことに

なります。それが平成22年度、下の左側のグラフですが、まさに典型的にどのように揚水を使っ

ていたのかということをご紹介をさせていただいています。これが再生可能エネルギーの導入が

ふえたことでどういう影響が出てくるのかということを右側でご紹介をさせていただいておりま

す。平成22年度の九州電力の例の場合です。５月、端境期でございますが、揚水を引き上げるた

めに使っていた動力量というのが2,100万キロワットアワーでした。それが系統ワーキンググル

ープが検討して接続可能量を設定したわけでございますけれども、その際できるだけ太陽光・風

力を受け入れるために揚水を使うということを想定してございました。その場合に、揚水をどれ

ぐらい使うのかということで、３億1,100万キロワットアワーを使って揚水を行うということで

ございます。したがいまして、設備利用率が非常に高くなる。時間について見てみると一番その

変化がわかるのですが、平成22年度実績で５月の時間単位を見ると、揚水に使っている時間と発

電を行っている時間、占めて35％。これが系統ワーキンググループでできるだけ再生可能エネル

ギーを受け入れるということを想定した場合には、この稼働時間が84％になるということでござ

います。したがいまして、揚水発電の機能の意味づけがやはり変わってくる面はあるのだろうと
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いうことでございまして、これについて、コストの部分についてどのような形で捉えるのかとい

うことが課題になろうかというふうに思っております。 

 以上でございます。 

○山地座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、今説明いただいた資料１から３につきまして、委員の皆さんからご意見をいただき

たいと思います。いつものようにご発言ご希望の方はネームプレートを立てて意思表示をしてい

ただければと思います。よろしくお願いいたします。いかがでございましょうか。 

 では、松尾委員からどうぞ。 

○松尾委員 

 ありがとうございました。 

 ３点申し上げたいと思います。まず１点は太陽光・風力についてなんですけれども、最初のペ

ージに見通し示していただきまして、これ私が申し上げたＩＲＥＮＡの見通しとかも入れていた

だいて、ありがとうございます。これを見るとやはりＩＥＡとＩＲＥＮＡだけでかなり幅がある

ので、太陽光事業者、ＥＰＩＡの見通しは使わなくても済むのかなという気はします。 

 それが１点と、それから今ご説明ありましたとおり、いろいろとシナリオを、ＩＥＡもＩＲＥ

ＮＡも出していますが、本当に見通しベースで出しているものと、バックキャストでこれぐらい

削減するためにはこれぐらい必要であるというふうに出しているものと２種類ありまして、その

辺、バックキャストとはいえ、出している以上、それが不可能だとＩＲＥＮＡが考えているわけ

ではないと、可能だと考えているということは確かだと思うのですが、やはり位置づけは違いま

すので、例えばこのRemapのＥですとかＵですとか、こういったものは本当の事業者の見通しベ

ースのものとは異なる位置づけとして見ることもあり得るのかなというふうに思いますので、そ

こはちょっと位置づけの整理が必要かというふうに思います。 

 それから、国際価格の収れん、これも私と何人かの方が申し上げて、それを反映していただい

たのだと思うのですが、太陽光もそうかもしれませんし、特にやはり風力がそうだと思うのです

が、日本はやはり高いのは事実で、高いのはやはり日本として高いなりの理由が多分あって、で

すので前回申し上げたことともしかしたら逆のことを申し上げるのかもしれませんが、そのまま

国際標準まで低減していくというふうにそのまま考えて、しかもその導入量に従ってコストがさ

らに下がるみたいなことになると、やはりちょっと下がり過ぎなような気もしますので、そこも

若干その位置づけの精査が必要かなというふうに私は思います。もしかしたらこれに反するご意

見あるところかもしれません。それが１点。 
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 それから２点目ですが、化石燃料の見通し、価格の見通しなのですが、これは先ほどご紹介あ

りましたようにアメリカのＥＩＡがかなり遅ればせながら昨日あたりに見通しを出してきていま

す。世界的にどういうふうに見られているかということなのですが、例えばＯＥＣＤ/ＮＥＡの会

議でも、化石燃料価格が下がっているからそれを反映するべきなのか、あるいは元のままでいい

のかというような議論がありまして、やはり今足元、原油価格が下がっているけれども、将来的

にはやはり上がってくるだろうというようなコンセンサスというかエネルギー関係者の相場観み

たいなものだと思うのですが、そういったものがあって、それで少なくともＯＥＣＤ/ＮＥＡの会

議では、今までのＩＡＥＡの見通し等々の、それなりに緩やかに上がっていく見通しでいいだろ

うというふうになっています。ＥＩＡでも多分そうだと思いますので、そういうことも考えつつ、

基本的にはここに示されているとおりでいいのではないかなというふうに私は思います。 

 それから３点目、資料３の揚水なのですが、これも前回若干申し上げたことで、多分ここで問

題になるのは揚水発電のコストを系統コストに積むか積まないかということだと思います。で、

私が前回申し上げたのは、前回の資料ですと揚水の建設費用、固定費、資本費に相当するものを

積むか積まないかという話だったと思うのですが、純粋に国民負担という面から見るとやはり既

に建てている揚水発電所を使うか使わないかということであると。建設費のところは多分国民負

担としてはかかってこないということで、ただしここに示されていますように、揚水発電を使う

ことによってかなり運用の仕方が違ってくるので、その分のコスト負担は多分あり得るだろうと。

ただし、そこをそんなに正確に評価することは難しいだろうということで、もし前回と同じよう

な（建設費を計上する）計算の仕方であれば、そこを積むというのはなかなか難しいのじゃない

かなというのが私の印象です。私の理解している限りでは、ここで言われていることは揚水発電

を既に持っているには基本的には一般電気事業者だと思いますが、そうでない人たちが例えば太

陽光発電、風力発電たくさん入れてくると。そうすると、この人たちが持っていた揚水発電をさ

らに適用していってやらなくてはいけない。そうするとそこでもしかしたら何らかの形で費用負

担が発生するかもしれないと、そういうことだと思いますので、考慮することはいいと思うので

す。ただし、前回のような形でそのまま入れるというのはなかなか難しいと思いますので、その

辺は位置づけを考えた上で示していくというようなことかなというふうに思います。私はいつも

「別枠で」ばかり言うようですが、別枠で示すこともあり得るのかなというふうに思います。 

 以上です。 

○山地座長 

 ありがとうございました。出席の委員、皆さんの名札が立っておりますので、私の把握したと

ころでは、荻本委員、増井委員、秋池委員、山名委員、この順番で発言お願いいたしたいと思い
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ます。 

 荻本委員、じゃ、お願いします。 

○荻本委員 

 順番に申し上げます。前にお願いした国際価格が適用できそうなものの検討についてはどうも

ありがとうございました。最善のものでやるしかないということだろうと思います。 

 残った点は国内費用だと思います。国内費用がどうなるかというのは、やはりはっきり言って

今の日本では非常に高いＦＩＴ価格が設定されたので、国内費用も高くなっているはずです。実

際なっていると思います。じゃ、国内費用は今後どうなるのかというのを、現段階ですなわち横

置きというのはちょっと乱暴だというふうに思っております。今から５年、10年経つ中で例えば

ルーフトップＰＶの設置費用が安くなる工夫というのはいろいろあるはずです。メガソーラー、

たくさんつくるかどうかはわかりませんが、それにしてもうまく設置していく技術というのはド

イツではもういろんな方法が考案されているのは事実ですから、国内の費用であるからすなわち

横置きでいいのかどうかというのは再度検討していただきたいかなと思っております。 

 次は先ほどインバータのほうが少ない容量ということなのですが、まさにそうやってコストが

低減されているということがそのとおりですので、やはりどの検討をするときであれ、今まであ

った事実、つまり５キロワットのモジュールには５キロワットのインバータがついているはずだ

ということ自体も、実際に導入が進んでいくとみんなが工夫するということで条件が変わってく

ると思います。そういうことになれば、系統の安定化コストへのインパクトもあるということは

はっきりしたかなと思います。 

 あとは国内のコストの後、工事費ではなくて運転費についてもやはり同じ理由で高どまってい

るはずですので、外国と比べて下げるというのはちょっと無理かと思いますが、国内のコストが

どのように発生するかということをもう一回見直して、それが下がる要素がないのかを厳しく見

ていただきたいと思います。やはり、私が思っているのは、フィードインタリフの現在の環境の

中では、国内の色々な価格が歪みきりになっているはずなので、なるべくそれを、将来に向かっ

ては本来の姿に修正できないのかという検討は進めていただきたいと思います。 

 同じく風力です。風力についても国際価格に収れんするという話と国内価格についてのコメン

トは今までと全く同じであります。加えて利用率について、再度申し上げたいのですが、まず風

力に関しては、現状日本においては全国でわずか二百数十万キロワットしか導入されていない、

それから、私が知っている何箇所かのウインドファームは完全に失敗していて、そもそも動いて

いないと。今の統計はそういうものを全部入れて何％の稼働率になっているよというのをつくっ

てきているはずです。すみません、詳しくは知りませんが。なので、今からいろんな条件が整っ
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て、それの一番大きなものは風況を正確に把握して、一番有利なところにつくれる技術がもうで

きたというときに、事業者が一体何％の利用率を実現するのかということに関しては、必ずしも

過去に引っ張られてはいけないと思います。稼働率を23％にはしていただいたのですが、本当に

23％でいいのかというところだろうと思います。ちょっと辛口の意見で申しわけないのですけれ

ども、やはり今、太陽光発電も風力発電も非常に高コストの導入をしてしまったという現実に基

づくちょっと反動があって、高くなるという意識が強いような気がします。やはり、気持ちでは

なくて、現実を調べていただいてどうなりそうかというのをよりよく見ていただきたいかなと思

います。 

 最終的には、ここでいろんなコストがセットされると円/キロワットアワーに当たるものが計算

できる用意ができると思います。国内でも例えば風力発電は11円そこそこで導入してきた歴史や、

国外では10円をはるかに割っている風力がたくさん使われているという事実もあります。なので、

最終的に出てきた円/キロワットアワーを海外または国内のかつての安い例と比較して、本当に

我々、いい数字を設定できたのかというのは、その段階でもやはり再チェックをしていただきた

いかなというふうに思うわけです。 

 次に、火力のコストについては大体わかりました。これで結構だと思います。ただちょっと、

使わないなら使わないで構わないのですが、実際には石炭にはいろんな銘柄があってそれなりの

費用があります。ここではきっと一般炭というのをやっているはずなのですけれども、ほかはや

らなくてよいということであればやらなくてよいように、はっきりさせていただければいいかな

と。実はこんなのもありますというと、ちょっとややこしい話になるかなというふうに思います。 

 その次が火力発電、揚水関係の指摘事項についてというところですが、まさにご検討いただい

たように、調べていただいたように、火力発電、現状があって将来の可能性を持っているという

ところは非常に重要なところだと思いますので、こういうことをすることによって、全体として

の系統安定化コストはそれなりに抑えられる可能性があるということは非常に重要な点だと思い

ます。 

揚水については、ご検討の資料にあるように、再生可能エネルギーのために動くという姿が将

来の、もうほとんど間違いない姿であります。そのときのコストをどう考えるかということにつ

いては、どっちにつけるかということに関してはここで余り申し上げませんが、例えば揚水発電、

昼間揚水をしていて、例えば出力予測が大きくはずれて供給量が足りなくなった。そのときには

その揚水を軽減すること、または切ることによって安定化を保てるというような話もあります。

ですから非常にたくさんの付加価値というのがありますから、そういうものをどこに、価値をど

こに持っていけばいいのか、価値を持っていったので費用をどこに負担させればいいのかという
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のはやっぱり非常に難しいかなというふうに感じております。 

 以上です。 

○山地座長 

 ありがとうございました。 

 では増井委員、お願いします。 

○増井委員 

 おはようございます。どうもとりまとめありがとうございます。 

 私のほうからも何点かございまして、まず資料１の太陽光・風力に関するところなのですけれ

ども、これも松尾委員あるいは荻本委員がおっしゃりましたように、かなり幅がある、将来の見

通しについての幅があるということ、並びに国内の、特に今回は固定というふうにされておりま

す設置工事費のところについて、ここについて少しコメントをさせていただきたいのですけれど

も、この幅があるところに関しましては、ほかのコスト、特に私が２回目のときに発表させてい

ただきましたＣＯ２の価格ですとか、そういうようなところとかなり関連している、また後ほど

コメントさせていただきます揚水の前提、そういうようなところともかなり関係していますので、

コストを計算するに当たってどういった前提でどれぐらいの普及を見込んだ上でのものなのか、

このあたりは明示しておかないとかなりミスリードしてしまうのではないかというふうに思って

おります。それが１点目です。 

 ２点目の、国内の設置工事費のところに関するところにつきましては荻本委員と全く同意見で

して、いろんな工夫なりコスト低減というようなものがもっと広がってくると、普及率が高くな

ってくると低減されてくるだろうというようなところは容易に考えられますので、このあたりも

もう少し精査していただければなというふうに思います。 

 ちょっと聞き漏らしたのかもしれないのですけれども、資料１の６枚目のところに、技術開発

に関する低コスト化に向けた取り組みという参考資料が示されておりますけれども、今回この資

料、このページ、６ページ目の位置づけというのはどういうふうにお考えなのか。すみません、

ちょっと聞き漏らしたのかもしれないので、もう一度ご説明いただければと思います。 

 揚水、続きまして資料３のところなのですけれども、揚水に関しましては先ほど申し上げまし

たように、どれぐらい実際その太陽光なり、特に太陽光、そういったものを見込んでいるのかと

いったことによって、実際どれだけ設備を使うのかということが大きく変わってきますので、こ

のあたりも前提として上げられる数字、想定というのを明記していただきたいというのが１つと、

これまでも議論ありましたように、揚水発電を新たにつくる場合と、既存のものを使う場合とで

やはりコストの考え方、体系というのは全く変わってきますので、この辺も将来の見通しとして
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実際揚水をこれだけつくらないといけないというような、そういう見通しというようなものがご

ざいましたら、それもあわせてお示しいただければなというふうに思います。 

 揚水のコストに関するところなのですけれども、私個人的にはやはりなかなか分けることはで

きないのではないか、特に、すみません、揚水だけではなくて火力の調整のところもそうなので

すけれども、なかなか分ける、この太陽光発電、あるいは風力発電の調整というようなことにつ

いて、それに対してコストがこれだけかかるというふうなこと、なかなか分けることが難しいの

ではないかなというふうに思いますので、もちろん国民全体としてはこれだけの費用負担が発生

するということではあるのですけれども、全体としてこれぐらいかかって、それぞれ個別にはそ

の費用の増加というのを割り振らないと、場合によっては単なる需要の変化というようなところ

での調整というのもあるでしょうから、なかなかこのためだけにというふうなのは評価しづらい

のではないかなというふうに思っております。 

 以上です。 

○山地座長 

 では秋池委員、お願いします。 

○秋池委員 

 太陽光と風力のところですけれども、国内でかかる設置工事などの役務を中心とするような費

用につきましては、上がる要因もあるし下がる要因も、時間の経過を見ますとあるのではないか

と思っております。ご指摘ありましたような、安くやるような努力というのは当然あると思うの

ですけれども、一方で人件費は上がっていく傾向にあるということでありますとか、種々のイン

フレというものの影響などもございます。そういう意味では、私は両方の効果を合わせて横置き

というのは一つの考え方なのかもしれないというふうに思います。ただそこに普及の度合いとい

うものがどのぐらい影響を及ぼすのかというのがちょっと今わかりかねる部分がございますので、

そこはご検討いただければと思います。 

 それからものの部分、これを国際価格に収れんさせるかどうかということなのですが、当然こ

れも普及の度合いにもよるのかもしれないですけれども、全く国際価格と同じになるかというと、

そこに日本独特の法令でありますとか基準のようなもの、あるいは修理の水準みたいなものが海

外と違って課されている部分があるのであれば、全く、それがもしかしたら国内分の費用のほう

に設置費用などのほうに入るのかもしれないのですけれども、何か法令によって海外と全く同じ

仕様ではなくて、多少何か追加的な仕様が必要になるとか、そういうようなことがあるのであれ

ばそれは配慮をすべきなのではないかというふうに思っております。 

 あと揚水のことですけれども、これ震災前と現在ですと使い方も変わってきて、現在は需給の
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逼迫ということもありまして使い方も変わってきているのだと思いますし、将来再生可能エネル

ギーが入ってくることによる変化があると思いますので、それを配慮した形で試算をしていただ

けるようにお願いします。 

○山地座長 

 では山名委員、お願いいたします。 

○山名委員 

 ありがとうございます。 

 まず、再生可能、太陽光・風力のコストについては今何人かからご意見ありましたが、国内生

産比率ということが２ページ目に注意が必要だということが書いてあります。今、秋池委員おっ

しゃったように、多分国内生産比率が落ちてくると、多分今までも減少傾向にあると思うのです

けれども、ここに出ているデータはプライスですよね、これ。イタリアとかドイツかというの。

ドイツは国内生産比率がかなり落ちて、中国から輸入とかにかなり偏っているというふうに聞い

ているんですが、結局国内の太陽光パネルの生産品が2030年ぐらいにゼロになってしまうと。国

際価格に収れんしていくときに、国内生産者がそれだけの競争力を持って他の国と戦っていけれ

ばすばらしい話ですが、発電効率が高いものをつくるとか、品質の高いものをつくるということ

も含めて考えると、国内生産がどこまで対抗できるかというのはやっぱり頭に置いておく必要が

あって、完全に国際価格に収れんするということは国内メーカーが完全に負けることを意味して

いるんであれば、本末転倒というような気もいたします。さりとて自由競争のもとですから、国

内を買えというわけにもいかず、何かそこについて配慮が必要ではないかと思います。 

 それから、次に燃料コストの感度を出していただきましてありがとうございます。結局天然ガ

スが石炭の２倍の感度を持っているということはかなり大きな示唆でありまして、これは 2020

年を起点に考えていただいているというふうに理解しておりますが、大して変わらないでしょう

が、多分2030年で考えておく必要があるんではないかという気がいたします。大事なことは、2030

年時点で今基準カーブとして考えている燃料上昇カーブから２割あるいはそれ以上の上振れと下

振れもあり得るということですよね。ですからコストワーキングとして出すときには2030年時点

で考えられる燃料価格はこれぐらいであって、そのときに２割上がったときにはどれぐらいの発

電コストとして上がるかというのを数値として付記する必要があるのかなというふうに思います。

それが２つ目です。 

 次に火力の応答の話を出していただきまして、これは非常に大きな示唆を含んでいると思いま

す。資料の３の１ページ目に、ガスタービンの応答性と、それからＵＳＣの応答性とかが全部比

較されていまして、特に週末休んだ後の応答が悪いというようなデータもここに出ているわけで
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すね。このデータは、多分ミックス側の議論で出るのかもしれませんが、コスト側においてどう

見るかというのはやっぱり、かなり奥深いものがありまして、といいますのは、例の太陽光が昼

間にかなり入ってくるケースを考えたときに、それを何が調整をするかというときに、今、火力

プラントメーカーからいうと出力を低く抑えることと、それから対応速度を上げるという対応を

とろうとしているということですよね。その動かし方をしていくということは、この調整をまさ

に何が持っていくのかと。これがＧＴＣＣがかなりたくさん入ってきて、今後2030年にガスター

ビンが高効率なのがどれぐらい入るかという見込みもある程度持っておかないと。多分今の、現

状あるプラントが老朽化していって変えていくから、変えていく量がどれぐらいかって見ると、

ＬＮＧ火力がＧＴＣＣに変わっていけるというのは 2030 年でどれぐらいあるかということが多

分かなり大事だと思う。つまりＧＴＣＣが調整能力を持つぐらいの規模入れるのかどうかという

話。そうすると今度は石炭が、ガスが余り応答できない場合には石炭が調整も担うというような

シチュエーションが出てくるということですよね。ベースロードとして考えていた石炭がかなり

調整も担うと。石炭をかなり低出力で何か待機させているようなことがあったり、早く立ち上げ

るような運転が入ってくる。ということは、今考えているような火力の運転パターンとかなり変

わってくるということを意味していて、それは相当、その設備利用率で表現するのか、あるいは

何かエクストラで表すのかは別として、かなりコストの表し方としては配慮が必要かなと。簡単

に言えばこれは結局2030年時点における広域連携、広域調整のメリットオーダーの考え方をどう

するのかというような全体での考え方もある程度クリアにしないと、それらの発電装置に対する

コスト的な負荷が読み切れないという話になって、前に戻りますが、鶏か卵かの話になっちゃう

わけですよね。コスト側が鶏で、ミックス側が卵なのか、ミックス側が鶏で、コストが卵なのか

って、よくわからん話になってくると。そこはこのワーキングとして出し方に注意が必要だとい

うふうに思いました。 

 それから揚水のほうについて申し上げますと、先ほど風力に関しては風況ができるだけいいと

ころを選んだ上で、それに実態に合った発電効率を使っていくような配慮が必要だと、そのとお

りだと思うんですよ。しかし風力については風況というのは全国的にかなり見えていて、やっぱ

りかなり北のほうに来るでしょうということになりますよね。そうすると北のほうに風力を、設

備利用率の高い風力をたくさん北のほうに入れていくということは、その調整をさっきの火力側

で調整するのか、あるいは発生元のほうで揚水を増やしていくのかというような大きな判断が伴

うということを意味しますよね。そうするとさっき本当に議論ありましたように、揚水を新たに

作るというオプションが出てくるわけですよ。北に風力を増ふやすんであれば、北に揚水を増や

すのかという話になってくるような気がします。そうなってくると、これは北に作る風力のため
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に揚水が必要になるということなんで、これは風力のためのコストと考えざるを得ないところが

出てくるんではないかというふうに思います。現在、東京周辺にある揚水をうまく使うという分

には、それはもう既にあるものだから、それをあえて風力のほうに入れる必要はないというふう

に考えます。 

 以上です。 

○山地座長 

 ありがとうございました。 

 まあ、鶏と卵の件は、調整コストはミックスに依存する、ミックスに依存して調整コストも変

わってくると、これはおっしゃるとおりだと思います。ただまあ、これは前回でしたか、議論し

たように、過小評価になるという指摘はあったけれども、全国一本で調整コストをとりあえず計

算しましょうということで、時間の制約もありますしね、ということで進んでいるということで

すね。 

 それから石炭のスタート・ストップ、このコストに関しては前回も説明もあったように計算す

るということでございます。 

 あと、増井委員から質問もありましたが、荻本委員、上がっているのは、もう一度発言ご希望

ですか。 

 じゃ、どうぞ。 

○荻本委員 

 皆さんの話聞いていて、余り言ってもしょうがないことなんですが、やはり系統安定化コスト、

今出たものをどこの費用にするのかというのはなかなか判断が難しいことなんですが、本当にど

こでどのくらい出そうなのかということを強く認識した上で整理しないといけないという、それ

を申し上げたかった。メリットオーダーという言葉があって、今までは、発電電力量当たりの単

価の安い電源を使うということを意味していたんですが、将来のことを考えると、先ほどから出

ている需給調整をするという機能を含めて安いセットを選ぶということに、そもそもの定義が変

わってきているんだと。なので、ちょっと厳しいコメントなんですが、我々、円/キロワットアワ

ーを出すというのがコスト検証委員会のミッションでやっているんですけれども、それには一定

の限界がもう見えているんだと。それが「系統安定化」と今は呼ばれていると。そういうちょっ

と大局観をしっかり把握しないといけないかなと。今までのようにメーンに円/キロワットアワー

があって、それにちょっぴりアンシラリー的に調整コストが乗っかっているというような世界か

らそうでない世界に行こうとしているんだということをより強く認識したほうがよいかなと。 

 すみません、そのことです。 
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○山地座長 

 そのとおりだと私も思っております。 

 一通りご発言いただいて、先ほど資料１の６ページの技術開発のところの説明、もう少しとい

うご要望もありましたので、それを含めてちょっと事務局で今ご対応できるところはお願いした

いと思います。 

○奥家需給政策室長 

 ありがとうございます。 

 まず荻本委員のほうから国内価格、いわゆる太陽光・風力の設置に関する国内の費用のところ、

こちら増井委員、秋池委員からもご指摘をいただいております。一応今回お示しをしているのは

一定ということでお示しをしておりますが、何らか反映するということを検討はさせていただき

たいと思います。一方で秋池委員、おっしゃったとおり、人件費の上昇とかインフレとか、そう

いった事情、当然あるということと、国内事情が一番強く反映される部分でもあるということを

踏まえる必要はあるんだろうというふうに思っています。 

 荻本委員のほうから風力の利用率ということでございまして、こちらのほう、率直に申し上げ

まして風力の利用率は場所によってしまう、もう決定的にその一言に尽きてしまうので、一定で

設定するということにもともとの難しさがある中で、調達価格算定委員会のほうで20％で置いて

いるということで、これはある種の合理性を持った上で一回決めているということで、これで実

際の運用が行われている。その上で、さらに設備利用率をどういうふうに見込むのかということ

で、ここなかなか悩ましいところがあった上で、今まさに特定できるデータという形で考えてい

った場合に 23％という形で使わせていただくのが妥当ではないかというふうに思っております。

それ以上の数値というものを、個別のデータなどでいろいろ探るということはできるかもしれま

せんが、それが一般的なものとして適用していいのかどうかとか、そういったところはやっぱり

あるんではないかというふうに思っております。 

 同じく荻本委員のほうから石炭について銘柄があるということで、全くおっしゃるとおりでご

ざいまして、それぞれの石炭火力発電所は、硫黄分とかそういったものを含めてみんなブレンド

して使っているということであったりするわけでございますけれども、前回の2011年検証委でも

一般炭ということで置いて計算をしているのでそこのところは前回の考え方を変える積極的な理

由もないだろうと思うので、そこは前回と同じ考え方で整理をさせていただきたいというふうに

思います。 

 続きまして増井委員のほうからまさに将来見通し、価格低減についてどういうふうに見るのか

ということでございまして、これはやっぱり幅を持った形で表現するということになるんだと思
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います。どういった前提を置くのかというのは非常に重要なポイントになってくるということで

ございまして、まさに累積生産量のところについては、バックキャスト型のところを本当に使っ

ていいのかとか、そういったところをよく考えてみる必要があるのかなと思います。一方で、実

は燃料価格のところについては、ＷＥＯの新政策シナリオをベースに置いた形で計算をしている

ということで、全体のストーリーを一本にするというところになってくるとやっぱり新政策シナ

リオをベースに考えつつ、そこからの幅というような形で考えるのが実は一番論理的な整理にな

ってくるのかなというふうには考えております。 

 資料１の６ページでございます、技術開発の動向について、これは第２回の際にも一応技術開

発のところについてご紹介をしていたんじゃないかな、第２回のときも。2011検証委のときにも、

こういった将来技術はありますというような形で報告書のほうにも触れられておりまして、ＣＩ

Ｓでありますとか、もしくは量子ナノドット、そのようなものについてご紹介をさせていただい

ていたので、今回も一応参考資料という形でご紹介をさせていただきました。ここのところの想

定も使うのか使わないのかということになってくるわけでございますが、2011年の検証委におい

て、やはり次世代技術のところについて読み込むということについては、やはりちょっと慎重で

あるべきだろうという形で、一応参考として報告書の中には紹介はされておりましたが、コスト

検証においては使われてはいなかったというものでございます。今回も一応参照、2011年のコス

ト検証委で参考とされていたものが、技術ロードマップの見直しなど行ってきているということ

で、一応最新の状況についてこういった取り組みがどうなっているのかということをご紹介をさ

せていただいたということでございます。 

 続きまして、揚水のところについてでございます。揚水のところはまさに鶏と卵というお話が

ございました。導入量次第で役割の見え方も相当変わるんじゃないかということでございます。

そこのところは調整力の全体のボリューム感も入ってくる量によって相当見え方が違ってくると

いうところでございます。鶏と卵ということになるわけでございますが、あくまでもこのコスト

検証ワーキンググループのほうは、ミックス、長期エネルギー需給見通し小委員会のほうに参考

となる資料をお届けしないといけないということになってきますので、調整コストの部分につい

て何らかの前提を置いた、幾つかの前提を置いた形でお示しをするとかそういったところの工夫

をしていくというようなことを考えていく必要があるだろうと思います。 

 メリットオーダーの考え方が変わってきていて、まさにキロワットアワーよりもむしろキロワ

ットの価値を捉えていかないといけなくなってくるというところを視野に入れないといけないと

いうのは非常に重要なポイントでございます。これからまた考えていかないといけないんですが、

政策面でどういった形で対応していくのかというところと連動する世界になるので、コストワー
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キング側でここのところに対する答えを求めていくのはちょっと難しいとは思います。ただ一方

で、山名委員のほうからご指摘がありましたとおり、設備利用率のほうにある程度はね返して表

現できないことはない部分はあるとは思います。その際に各火力の電源についてどれぐらいの設

備利用率というところについて 2030 年時点でどれぐらいの設備利用率のところを真ん中だとい

うふうに認識するのか、そこをどうお見せするのかというところは一つポイントになってくるん

だろうなというふうに思います。 

 最後に山名委員のほうから2030年時点での燃料費をという、考えて想定するべきじゃないかと

いうご意見をいただきました。本日ご紹介をさせていただきました資料２のほうにもう一回戻っ

ていただければと思うんですけれども、２ページ目でごらんいただいていますとおり、2020年時

点で上下10％、上下20％の差が中心シナリオからずれて、その後ずっと同じように中心シナリオ

に対して低い状態で推移するということで考えているケースでございますので、2030年時点も同

様にそういった意味では20％、もしくは10％上にいる、下にあるということをここでは表現をさ

せていただいております。実際にこの10％減、20％減の状態を2030 年時点で実現するというふ

うに考えた場合には、ここのカーブがやや緩くなってきて、全体のコストの関係で申し上げます

と、燃料費の全体、セキチを総発電量で割るという形になりますので、2030年時点で10％上下し

ているという形になった場合には、この10％当たり0.4円、0.9円、1.6円というのはもう少し

小さく出てくるということになるということでございます。 

 とりあえず事務局からは以上です。 

○山地座長 

 では荻本委員、どうぞ。 

○荻本委員 

 ２つ、利用率について23％というのはわかりました。今言われたとおり、場所によっても変わ

るというものを説明の中に加えていただければと思います。 

 それから燃料価格についてはこの石炭は一般炭であると、褐炭じゃないということを表示して

いただいて、それは何も褐炭を将来のオプションから除くとかいうことではないんですけれども、

それは書いていただいたほうが分かりやすいかなと。 

○山地座長 

 わかりました。 

 では資料１から３についての議論はとりあえずよろしゅうございますでしょうか。 

 では後半のほうの資料４から資料６まで、資料４がＣＣＳの海外動向、資料５が原子力発電、

資料６は発電コスト検証ワーキンググループへの情報提供に関する対応についてでございますが、
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この説明をお願いいたします。 

○奥家需給政策室長 

 それでは事務局のほうから資料４、資料５、資料６についてご説明をさせていただきます。 

 まず資料４、ＣＣＳの動向ということでございます。委員の皆様方からＣＣＳの動向について

も把握をした上でコスト認識をするべきかどうかの議論をするべきではないかというご指摘があ

りましたので、一応今回ご用意をさせていただきました。 

 １ページでございます。ＩＡＥＡのEnergy Technology Perspectives 2014のほうでは、ＣＣ

Ｓの必要性は強調されています。今後のまさに温暖化ガス対策として重要なものとして必要性が

強調されている一方で、技術の進捗については遅々としているということで、さまざまな取り組

みをしていく必要があるだろうということを述べているということでございます。その中で、

Energy Technology Perspectivesの中では、炭素価格が100ドル/トン前後のケースの場合には、

ガスコンバインドでＣＣＳを導入した場合でも競争力が出てくるというような評価をしていると

いうことでございまして、やはりなかなか炭素価格が相当上がってきて、それによってＣＣＳの

導入というのが現実的な形で入ってくるだろうということでございまして、今の段階でコスト認

識をさせて、今回の火力のところにＣＣＳのところを積むというのは正直なかなか難しいという

ところはございます。 

 次の２ページをごらんいただきたいんですけれども、世界のＣＣＳプロジェクトの状況という

ことでございまして、現在53プロジェクトがあって、そのうち13プロジェクトが実際に動いて

いるということでございます。アメリカのＥＩＡでは、ＣＣＳをつけているＩＧＣＣとつけてい

ないＩＧＣＣのコストについても一応分析をした形で示しております。その際の価格差というの

がキロワットアワーで大体３円程度ということで、先ほどのＩＡＥＡのTechnology Perspectives

とはややちょっと評価が違うということでございます。 

 こういったところを鑑みるに、稼働中のプロジェクトを見ますと、３ページをごらんいただき

たいんですが、実際にどのような形でプロジェクトが進められているかというと、多くのケース

はＥＯＲという形で既にある穴に対して二酸化炭素を使ってより石油でありますとかガスを抽出

するというような形で使っていると。その他、ノルウェーやアルジェリアについては、海底の塩

水層を使っているわけですけれども、こちらも天然ガス生成に伴って発生するものを埋めるとい

う形になっておりまして、日本のようないわゆる資源産出国ではないケースの場合に、地下に貯

蔵する、貯留するようなケースのコストというのが具体的に見えてくるようなプロジェクトはな

いということでございますので、率直に申し上げまして今の時点においてＣＣＳのコストを割り

出すのは極めて難しいという状況にあるということでございます。 
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 続きまして、資料５、原子力発電についてでございます。まず冒頭１ページ目でございます。

原子力発電について、特に委員の皆様方の間でご議論いただいていてさらに整理が必要であろう

ということで整理をさせていただいているのが追加的安全対策費用と事故リスク対応費用という

ことでございます。 

 追加的安全対策費用については基本的にモデルプラントに追加的安全対策費用のすべてを積む

というのはさすがにやりすぎであろうということでそこを整理するべきであるというような形で

一応方向をお示しいただいております。 

 また、事故リスク対応費用のところについて、共済方式の算定根拠、こちらについて追加的安

全対策が行われていることとの論理的な関係を明確にするべきではないかという一方で、なかな

かそこの算定根拠を変えるに当たってのその理由づけのところというのが見つけるのが難しいの

ではないかというようなご意見をいただいていて、ここのところを再度ご議論いただきたいとい

うことでございます。 

 追加的安全対策費用についてでございますが、３ページに基本的考え方ということでございま

して、第３回でご議論をいただいた内容について整理をさせていただいております。 

 ４ページに移らせていただきたいのですけれども、その考え方を踏まえた上で、前回もご紹介

をさせていただきましたが、11項目、38細目について実際の計上している費目の内容を確認して

モデルプラント計上すべきか計上すべきではないのかということを整理していきたいというふう

に考えております。 

 その際、今の段階で電力会社に聴取をした結果として追加的安全対策費は１基当たりの総額で

約1,000億円というオーダーでございます。前回１基当たり194億円で乗せておりますので、追

加的安全対策に対する投資というのはかなりの規模で行われているということでございます。 

この1,000億円という値について５ページ、６ページでご紹介をさせていただいていますとおり、

各11項目38細目のチェックをかけ、それぞれについて算入する場合にどれぐらい算入するのか、

そういったような現在精査を進めているところでございます。 

 続きまして、事故リスク対応費用ということでございます。８ページをごらんいただきたいと

思います。前回まさに事故リスク対応費用のところについて2011年時点でどの程度追加安全対策

が行われることを前提として事故リスク対応費用を考えたのかということで、委員の皆様方でも

さまざまなご意見があって議論が割れていたということでございます。 

 改めまして、2011年の検証委員会当時どういう議論があったのかということを事務局のほうで

整理をさせていただきました。2011年検証委で議論されていた中で第６回の資料の中にまさにこ

このところについてどう考えるべきかということで委員のほうから追加的安全対策によってどの
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程度安全になるのか考え方を明確にしてほしいというご意見があり、事務局のほうからの答えと

して、現時点において定量的な分析はなされていないということで、ここのところは一つ打つか

けになったままでございました。 

 それを踏まえた形で検証委員会の報告の中でどのようにまとめられていたかと申し上げますと、

追加的安全対策については１位、事故リスクとの関係を精査すること、２つ目、新たな安全規制

が明らかになればその効果を勘案すること。こうしたことが考えられるが、現時点では双方とも

回答できない、したがって今後の課題として整理するということでございまして、追加的安全対

策の効果のところについて一定の意識を持ちつつ、そこの効果を持ち込んだ形の事故リスク対応

費用の 0.54 円というものに対する関係性というのを明確にできなかったというところでござい

ます。 

 続きまして９ページです。新規制基準と緊急安全対策ということでございまして、2011年、そ

して現在、さらにその前という関係性についてでございますが、今現在の段階で安全対策とそれ

による効果のところがどう見えているかということで、第３回でご紹介をさせていただきました

が、改めましてここでご紹介をさせていただきます。 

 安全対策実施前のＰＲＡ、こちらのほうは評価を行ったということでございます。それが赤で

囲まれている部分です。 

 続きまして、2011年時点で把握をしていたのはこの緊急安全対策等ということでございまして、

放射性物質の拡散抑制でありますとか炉心損傷の防止、そういったことでございます。 

 新規制基準によってさらに安全対策という中で加わってきている、その中で30項目程度ある中

の一つとして、この格納容器破損防止対策がどの程度効果を与えるのかと、一部について解析を

行った。ここのところについてデータという形で把握をできたということでご紹介をさせていた

だいたということでございました。 

 10 ページでございますが、それを踏まえた形で共済方式の算定根拠ということでございます。

現時点について申し上げますと、改めましてですが、対策前のＰＲＡの評価のデータはあるとい

うことでございます。対策実施後の評価については感度解析を30項目以上の中の一つ、一番効果

があると思われるものについての定量分析の感度解析の結果のデータはあるということでござい

まして、したがいまして、ここの安全対策実施前のＰＲＡと感度解析後のＰＲＡの相対関係を踏

まえた形で共済方式の算定根拠について考えることはできないだろうかということでございます。 

 参考資料という形で11ページ、12ページ、13ページつけてございます。11ページは前回ご紹

介をさせていただきましたＰＲＡの評価と感度解析の実施結果でございます。12ページなのでご

ざいますが、それを簡略化したのと新たにデータとして加えさせていただいております。川内１、
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２号、高浜３、４号の安全対策前のＰＲＡの平均値が4,500分の１でした。これに感度解析、30

を超える事象のうちの一つを行ったことによってそこがどれぐらい改善されたのかということで

8,400 分の１。さらに、現在申請中で審査を受けているもの、泊でありますとか美浜、そういっ

たものについての安全対策前のＰＲＡは5,200分の１。それに対して一部同じように感度解析を

行った結果として１万2,100分の１という数値が出てきております。 

 この関係性を相対的に捉えた場合に、安全対策実施前に対して川内、高浜の平均の場合には約

1.8 分の１に低下をしている。さらに把握ができる感度解析を行った結果の相対関係は2.4 分の

１に低下をしているということでございまして、こちらのデータを反映させることができないだ

ろうかというふうに考えてございます。 

 13 ページでございます。また一番初めのところに議論が戻るわけでございますが、前回 2011

年検証委員会においても追加的安全対策費と事故リスク対応費用の関係性についてはご議論がさ

れていて、やはり関連性については意識がされていたというふうに理解をしております。そう考

えた場合に、この追加的安全対策費と事故リスク対応費用というのは原子力発電について安全に

関するものとして認識しなければいけないコストとしてどういうふうに捉えていたのか、これが

0.24円、0.54円の0.78円kWh以上という形で把握をされていたということでございます。 

 今回追加的安全対策費につきまして、先ほどご紹介をさせていただきましたとおり１基当たり、

億程度かかっている中で、それを整理して追加的安全対策費が整理をされます。これは当然のこ

とながら増加するということになります。 

 今回事故リスク対応費用のところについて先ほどの相対関係を反映させた形で把握をした場合、

この追加的安全対策費と事故リスク対応費用の総額が前回に対してどういう関係性に立っている

のかというところもまた一つ把握をしないといけないポイントになろうかと思います。 

 さらに、事故リスク対応費用のところ、追加的安全対策費につきましても今後またはっきりし

てくる。事故リスク対応費用については全体のＰＲＡが明らかになってくることでデータに基い

た判断がより正確に行いやすくなった際にもう一回またそれを捉え直すということを考えるべき

であろうというふうに考えてございます。 

 続きまして、資料６でございます。当ワーキンググループに客観的なデータを寄せてもらって、

それを踏まえた形の議論もできるようにするべきではないかというお話があったことを踏まえま

して、１カ月強情報の提供を求めてまいりました。その結果というものをとりまとめてございま

す。それが資料６でございます。幾つかご議論いただいているのですが、例えば独自で試算を行

っていてデータの根拠が明らかでなかったり、もしくは事象が過去のもので既に現在の検討にお

いてはそれも飲み込まれた形で検討されていたりすることがあるので、加味をすることが適当で
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はないというものが比較的多かったのですが、２ページ、石油火力の発電コストについて発電効

率の見立てですが、前回のコスト検証委のCall for Evidenceにおいても実は同じ意見が出され

ていて、事務局のほうからはそれを踏まえますという答えをしていたということでございます。 

 改めまして意見をいただきまして、私たちのほうで精査をさせていただきました。石油につい

て、石油コンバインドサイクルが機能した場合の熱効率の改善を反映するかしないかということ

でございます。結論から申し上げますと、2030年についてはそういった発電施設の建設可能性が

ないとは言えないということで、そこは反映したいというふうに思います。一方で、2020年につ

いて前回の2011年の際には反映するというふうにお答えをしているのですけれども、今の段階に

おいて石油コンバインドサイクルの建設計画がないということでございますので、2020年につい

てこれを反映させることは適当ではないだろうというふうに思っております。 

 また、最後のページでございますが、政策経費の中で高速増殖炉の扱いについてまさに原子力

発電のサイクルの一環の中に位置づけられるものであるということなのだから政策経費として計

上するべきではないかというような意見をいただいております。一応科学技術白書とかそういっ

たものを論拠としていただいております。これについては引き続き検討させていただきますとい

うことで整理をさせていただきました。 

 事務局からは以上でございます。 

○山地座長 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、今説明いただいた資料４から６について委員の皆さんのご意見を伺いたいと思いま

す。 

 なお、秋元委員と松村委員は後半からのご出席なので、もし資料１から３までについてもご意

見があればあわせてご発言いただくことは結構かと思いますが、時間も押していますので発言は

できるだけ簡潔にお願いしたいと思います。 

 では、ご発言ご希望の方はネームプレートを立てて意思表示をしていただければと思います。 

 松尾委員からどうぞ。 

○松尾委員 

 ありがとうございました。１点のみ、事故リスクに関して発言したいと思います。 

 前回私中途半端に申し上げて余りよくわからないことを言ったかもしれないのですが、前回行

ったことをもう１回繰り返しますと。基本的に全くこの問題について知らない人が考えたときに、

日本で1500炉年に１回事故が起きたから、それを用いてやるのが当然だと思う人が多いと思うの

ですが、それは私が前回申し上げましたように、１回の事象で頻度を評価するというのは方法論
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的に間違っているということで。それはやはり全く考慮しないわけではないけれども、それのみ

でやるのは適切ではないだろうというのが１点。 

 それからもう一つ私が前回申し上げたかったことは、リスクプレミアムと言われるものですね、

これはもしかしたら私だけの意見かもしれないのですが、一般的に思われているものほどリスク

プレミアムは大きくないのではないかというのが私の意見です。なぜならば、一般的に原子力の

事故に対してリスクプレミアムが非常に大きいというふうに言われるが、一般的には保険という

ことが念頭にあるからそういうふうに思っているのですが、ただ、保険というのは個人がより大

きな経済規模を持つ保険会社にリスクを預けるからそこでリスクプレミアムが発生するのであっ

て、今我々が考えているのは国全体、国民負担ですので、逆に保険会社よりもずっと規模が大き

い。そういうことで言うと、一般的な保険ということを念頭に置いて高額なリスクプレミアムと

いう印象を持つのはそれは多分間違いであろうというのが私の意見です。 

 したがいまして、リスクプレミアムは一般に思われているほどは大きくないのではないか。も

ちろんそれが全くないというわけではないのですが、というふうに私は考えています。 

 ですので、基本的な意見として、これも前から申し上げているところなのですけれども、この

問題に関してはまず重要なことは、保険とか原子力賠償法だとかそういったものとはとりあえず

別の話をしているのだと。原子力の潜在的な事故というものが国民経済に対してどれぐらいの影

響を与えるのかということを、サイエンティフィックにできるだけ正確に評価しようという試み

が、我々がなすべきものであるというふうに私は考えています。したがいまして、保険ですとか

そういったものとは別の問題であるという認識は必要で、それはやはり明記すべきであるという

ふうに思います。 

 ＰＲＡのことを書かれていますけれども、ＰＲＡもやっている途中ですし今度またどんどん進

むわけですし、それから事故発生頻度の評価手法についても今後検討の余地がありますので、や

はりなるべく科学的に正しいやり方というものを目指して今後ともやっていくべきであろうとい

うふうに思います。 

 ただ、では今回どういうふうにまとめるのかということについて、事務局案が今回出されてい

るものだというふうに思っています。ここに今回お示ししていただいているものだけで見るとＰ

ＲＡのことがかなり書かれていますが、基本的にはこのＰＲＡということで言うと、前回か前々

回の資料にありましたとおり、福島事故相当の被害額というのはレベル２のＰＲＡに相当するも

のであって、それだと本当は10万炉年（に1回程度の発生頻度）になってしまうということで、

ＰＲＡだけで見るとそうなると思うのです。ただやはり、先ほどとはちょっと逆のことを申し上

げるですが、実際に1500炉年に１回日本で事故が起きたと、これはやはり重く受け止めなければ
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いけないので、ＰＲＡだけでやるのも適切でないであろうということであって。多分あくまでも

折衷案としてここに書かれているような、例えば、私が読んだ限りでは感度解析で追加安全対策

をすると最低でも２分の１ぐらいになるので、前回の２分の１ぐらいにしましょう、例えば2000

炉年を4000炉年ぐらいにしましょうというそういう案だというふうに私は受け取ったのですが、

例えば相場観としてはこれぐらいでもいいのかなというふうに私は思います。 

 実際に世界全体で見ますと、日本だと1500炉年に１回なのですが、世界全体で見ると１万5000

炉年の運転経験がある中で、これも事故の数え方によりますが、仮に福島とスリーマイルとチェ

ルノブイリと３回事故があったとしますと、5000炉年に１回ということになりますので、大体相

場観としてはそれぐらいでいいのかなというふうな印象を私は持っています。が、あくまでも、

これも何度も申し上げますが、あくまでもサイエンスというのは相場観で決まるものではないの

で、引き続きより正確な評価を目指して検討していくことが必要ですと、これは確実に認識すべ

きだと思うのですが。その上で、今回はこれぐらいで落とすというのはあり得るのかなというふ

うに私は思います。 

 以上です。 

○山地座長 

 では、山名委員、お願いします。 

○山名委員 

 今事故対策の話が出たので、その話からお話ししたいと思いますが。前、2011年にコスト検証

で議論したときのことをいろいろ思い出しておったわけです。それで、この2000炉年にしたとき

の感覚は、今、事務局も言っていたと思いますが、まだ追加安全の中身がよくわからないときに

さりとてもっともっとしっかりした原子力でないとだめだねと。ですからして2000炉年ぐらいの

ある意味で追加対策が決まってないときであるが、2000炉年ぐらいの厳しいことを考えた上で積

み立てを考えようという漠とした考え方だったというふうに思っております。 

 この考え方は保険云々というよりは、これぐらいのものをコストとして電気事業者がカウント

しておかないと原子力発電事業としてはまともではないよというある種の標準値として出すわけ

ですよ。これぐらいのことちゃんと最初から覚悟して積んでおきなさいよと、もちろんそれは使

わないことになるのが一番いいわけです。 

 そういう漠としたものを出していくということになると、原子力というのはある意味である特

殊性があると考えるわけですね、普通の人はそう考える。プレミアムという言葉をどう解釈する

かというと、私は2011年に2000炉年と置いたこと自身がさっき言ったようにかなり厳しめのセ

ンスを入れていたと、それをプレミアムと称するかどうか知らんけれども、原子力としてある覚
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悟を持てよというものを置いたと理解しているのですね。 

 先ほど事務局から話があったように、原子炉に安全対策が施されて物理的に明らかに事故の発

生確率は落ちていると思いますし、特に指摘したいのは津波対策ですね。今回の福島の事故とい

うのは津波で起こっているのです。その津波に対する防御が甘かったということは事故の根本問

題でありますが、少なくとも自然災害、つまり不確定性のある自然災害に対する備えというのは

相当強化しているのですね、防潮堤であれ非常時の電源であれ。ということは、福島の事故以前

から見れば明らかにその福島で起こった津波に対してすらかなりの措置がなされているというこ

とはやはり斟酌すべきだろうと思います。 

 それはさっきの炉心損傷ＰＲＡで２分の１になるということとは直にリンクはしていないので

すけれども、それを一つの参考数値として扱えば、少なくとも半分以上ぐらいの事故が起こらな

い状況に持ち込んでいるということは間違いなくあって、そのために1,000億円の設備投資をし

ているということをやっていると、これは実態だと思います。 

 しかし、本当にＰＲＡ全部入れてしまうとこの事故対策コストはゼロになってしまうのですね。

何十万分の１になってしまって。それではさっきの原子力はやはり何かあったときのために事業

者に備えさせるという倫理が働かないので、やはりあるものをボンとエイヤで乗せておくのが正

しいだろうと思います。 

 そういう意味では前回との関係で、私は半分ぐらいかなというのは今持っている感触でありま

す。個人的な意見として申し上げます。 

 次にＣＣＳですが、きょうのお話を聞くと我が国ではＣＣＳはできないというお答えであった

ように思います。2030年では見積もれまいとおっしゃいましたが、穴がないのだからできないだ

ろうというふうに聞こえるわけですね。結構です。できないのではカウントできないから 2030

年ＣＣＳは評価対象から外すということはしょうがないだろう。ただし大事なのは、世界は今

2050 年にＣＯ２を半分にしようと、ＩＰＣＣのコードを見ればそうなっていて、その中にはＣＣ

Ｓとか積極的な二酸化炭素対策というのはやはり国際的に入っているわけですよ。それが我が国

ではできない。であれば、2030年にそれをカウントしないでコストは出しますが、2050年ぐらい

を見たときに本格的なＣＯ２削減というのは抜本的に必要ですよというミックス側の深い宿題を

残すということを意味しています。つまり、省エネとか場合によっては原子力とか、それから再

生可能が増えるのであれば増やしていくというような非常に大きな宿題が残っているということ

は強く認識すべきではないかというふうに感じました。 

 以上です。 

○山地座長 
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 では、荻本委員、お願いします。 

○荻本委員 

 まず、ＣＣＳについては国内でやるのか、それともやりやすい場所で実を取るのかというオプ

ションがあると思います。今のところは日本としては技術としてはキープするけれども、将来の

ミックスに直接入れるかどうかはまだ議論未了というふうに私自身は感じております。 

 それから、原子力発電の対策の反映については前々回でしたでしょうか申し上げたように、何

らか対策を打つ、努力をするということが何らかのレベルで反映されるというのは私自身は非常

に大事なことだと思っております。本当は素直に反映するというのがすっきりするというふうに

今でも申し上げたいのですけれども、今山名委員の意見とか前回のほかの委員さんの意見を聞い

ていると、世の中で受け入れられるもの、または今出ましたように原子力を維持、運営する人た

ちに一定のリスクを背負っているということをお金の形で残すという意味では一つの判断をエン

ジニアリングの上にある判断を加えてその算定方式を決めるということでよろしいのではないか

なと思っております。 

 ３番目に、先ほどありました石油の話なのですが、これは質問です。私の認識では石油火力は

新設はしないというような何となしのルールがあったと思うのですが、ここで言っていることは

一体どれに当たるのか。つまり新設の石油火力ができるのか、補修したら効率が上がったまたは

リプレースはどっちなのだと、そのあたりだけご回答いただければと思います。 

○山地座長 

 質問は後でまとめて回答していただきたいと思います。 

 増井委員、それから秋元委員といきたいと思います。 

○増井委員 ありがとうございます。 

 ＣＣＳに関してなのですけれども、確かに状況からいくと日本なかなか適地はないということ

ではあるのですが、先ほど山名委員のほうからもご指摘がありましたように、2050年というよう

なより長期の話を見るとこういった技術というのも検討しておかないといけないということです

ので、2030年にどれだけ導入が可能なのかといったことについてはまだ不確定な要素というのは

非常に大きいですが、例えばＣＣＳをつけた場合にはこれぐらいコストがかかる、つけなかった

場合にはこれぐらいコストがかかるというようなそういう形で両論併記で例えばしていただける

と、事業者、火力発電なんかを検討しようというふうな方に対しても温暖化対策をやるというよ

うなことはこれぐらいのコストがかかるのだというそういう覚悟が見えていいのではないかと思

います。 

 事故リスク対応のほうなのですが、今まで各委員の方がおっしゃったのと同じなのですけれど
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も、ただ１点、今回言っているリスクというのが一体どういうものなのか。今回の宿題は親委員

会のほうに渡すというふうなことではあるのですけれども、やはり国民に対してもきちんと説明

していかないといけないということで、そのリスク対応というふうなことのそのリスクというの

は一体どういうふうなものを示しているのかということはきちんと丁寧に書く必要があるのでは

ないかなと思います。 

 それとともに、今回も損害費用ということで前回の5.8兆円というものを数字として参考にさ

れる、使用されるというふうなことだろうとは思うのですけれども、私自身前回の議論に参加し

ておりませんので具体的にどういうふうな形でその5.8兆円というような数字になったのか、こ

のあたりの説明もしておく必要があるのではないかなと思っています。これも山名委員のほうか

らご指摘があった、仮に事業者に対してその覚悟を示すというようなことであれば、場合によっ

ては各電力会社によってこのあたりの数字というのは変わってくるのではないかなと。例えば30

キロ圏内にどれだけ人口がいるのか、どういうふうな産業があるのかといったことによってこの

辺の数字も置き換わってくる、変動してくるそういうふうな要因でありますので、この辺は先ほ

ど来の太陽光、風力の話と全く同じになってきますので。この辺、もちろんわかりやすさという

意味では一つの数字に集約して示すというようなことが重要なのですけれども、大体振れ幅とし

てこれぐらいになるのではないかというようなそういうある種の見通しみたいなものもつけてい

ただければより納得できる議論になるのではないかなというふうに思います。 

 以上です。 

○山地座長 

 それでは、秋元委員、お願いします。 

○秋元委員 

 原発の事故リスク費用の部分ですけれども、これまでも少し議論もありましたし、私も前にも

申し上げましたけれども、基本的には例えば10万炉年に１回とか既成のそういう数字を使うとい

うほうが論理的なのだというふうには思っています。ただ、やはり前回のコスト検証委員会で出

している数字もありますので、政府の審議会として出す数字という意味での一貫性とかそういう

ものも考えると別の判断もあり得るのだろうと。そういう中でこの資料が出てきているのだろう

というふうに私は理解しています。 

 その上で、そういう中でただそうは言っても、だからその中で考えるとこの最後の13ページ目

の資料になりますけれども、ただこれも前回申し上げましたように、追加的安全対策費用と事故

リスク対応費用の和が前回の検証委員会では0.8円からという形になっていますけれども、本来

であれば追加安全対策をとることはこれを下げるためにやっていることですから、本来はこれが
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合計値が減ってこないといけないということだろうというふうに思います。ここも論理的に考え

るとそうであるべきだというふうに思います。 

 ただ、そういう中で考えるのですけれども、一方で先ほど申しましたように前回のコスト検証

委員会の数字を踏まえる必要があるし、またある数字を使わないといけないと。10万炉年に１回

というある数字を使うというのも一つ手ですけれども、ただ前回の検証委員会の数字を何らかの

形で使おうということになると、事務局がご提示の12 ページ目のような、これは非常にもう30

を超える事故事象のうちの一つしか見ていないのでものすごく保守的な数字ですけれども、例え

ば2.4分の１に低下しているというこの相対値だけを使うと、前のコスト等検証委員会の数字が

正しいとは思わないけれども、先ほど山名先生がおっしゃったように、こう考えられないのでそ

ういうものでもう決めましょうということで決めたとすれば、そこから相対的にどれぐらい減っ

ているのかと。ただ、もっと減るはずなのだけれども、今ある数字はこの2.4分の１ぐらいしか

ないので、もしくは1.8分の１しかないのでこれを使いましょうということだというふうに理解

しています。 

 そういう中で、申し上げたいのは、仕方がないかなと、今の情報の中でこれは非常に難しい、

解のない数字ですので、何かを決めていかないといけないという中で、しかもこの政府の審議会

で継続性も何らか考えないといけないという中で、この相対値を使っていくというのは私は基本

的には、大きく賛成するわけではないのですけれども、政府の審議会という中でのコスト算定と

いう意味ではこれでいくというのもありかなというふうに思っています。 

 ただ、そういう中でやはりこの確率というのは非常に保守的というか、確率を非常に大きく見

ているというものだということはしっかり注記をすべきだというふうに思いますし。多分全体の

被害額に関しても前回のコスト等検証委員会の数字から最新の情報に従ってコストを上げるとい

うことが前の話で少しあったと思いますので、ただそこに関しても本来であれば追加安全対策を

とってきているわけですから、本来そこも事故が起こったとしてもその被害額を小さくしようと

いうふうにして対策をとってきているのでそこも本来下がるはずなのですけれども、それも多分

下げないような形で試算せざるを得ないということを理解した上でそれを使うということで、い

たし方ないかなというふうに思います。それが１点目です。 

 ２点目はＣＣＳの話です。ＣＣＳの話は、私はＣＣＳは温暖化対策の上で非常に重要な技術で

あって、事務局の案は今回はコストは算定しないけれども、別にＣＣＳを重要視していないとい

うことでは全くないというふうに理解しています。ちょっと山名先生はＣＣＳはもう使わないの

かという話がありましたけれども、そういうことでは多分ないと私は思っていまして。ただ、現

時点でのコスト情報等が非常に不足しているので、精緻なコストの積み上げというものが難しい
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のではないかということで今回は見送ることにしてはどうかという案だというふうに理解してい

ますので。もしそういうことであれば受け入れますけれども。ただ、ＣＣＳが重要でないという

ふうに思っているのであれば、やはりそこは改めていただいて、しっかりできる範囲の中でもコ

スト算定をしていただいて、その辺の見解をお聞かせいただければというふうに思います。 

 最後、長くなって申しわけありません。ちょっと最初聞いてなかったので申しわけないのです

けれども、資料１で太陽光発電と風力発電のコストの低減の話ですけれども、ちょっともう議論

が終わったのかもしれませんけれども。１ページ目にいろいろシナリオが出ています。この累積

生産量の見通しを基にコスト習熟曲線に乗せて将来のコストを算定しようということだというふ

うに理解しているのですけれども。この中に450シナリオとか２ＤＳシナリオとか、一番下のＩ

ＲＥＮＡの見通しなども参照シナリオを除くと相当厳しい目標を前提にしながら、要は目標値を

出しているだけで希望を述べているようなシナリオが相当入っているというふうに思いますので。

このコスト検証委員会はなるべく蓋然性の高い形でコストを積み上げるということで、もちろん

将来のコストなのでそれほど蓋然性が高いものをどこかということを見通すのは難しいのですけ

れども、ただやはり希望値が余りに入りすぎるとちょっと将来の見方とかこの後の電源ミックス

の検討の中で間違った情報、インフォメーションを与えかねないのではないかというふうに懸念

しますので、そのあたりをちょっと注視して、余りそういう希望シナリオを入れ込みすぎないよ

うにしていただきたいというふうに思います。 

 以上です。 

○山地座長 

 では、松村委員、お願いします。 

○松村委員 

 遅れてすみませんでした。 

 まず、既に終わったところで申しわけないのですが、結論がどうなったのかだけ後で教えてい

ただけるでしょうか。揚水の固定費を系統安定化コストに入れるとしたのか。資料を文字通り読

むと今回は入れない。この後コスト負担だとかを議論する局面ではいろいろ考えてくださいとだ

け指摘している。そう読めるので、その理解で問題なければ回答不要です。もしそうではなかっ

たら、また言わないといけないと思いますので、この点確認させて下さい。 

 次、ＣＣＳに関してです。山名委員は、穴がないからできないと解釈されたそうですが、私は

この資料をそう解釈していない。もちろんやろうと思えばできるし、研究開発はこれから重要だ

からやっていく。しかし研究によってコストが下がれば別ですが、現状を考えると、足元では、

すさまじいコストがかかるので余り現実性がないと指摘しているだけ。 
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 私は、この問題はそもそも炭素コストの問題だと思っています。炭素コストが今回の想定より

遙かに高く設定されるべきだということであれば、日本のような現時点での不適地でも、近い将

来ＣＣＳを真剣にやることも考えざるを得ないし、そのコストを織り込んだ上で炭素コストの計

算が出てくることになると思います。私はこの議論をするときには、本来炭素コストのところで

集約的にやるべきだと考えます。炭素価格を非常に高くしたとして、今想定している排出係数掛

けるその炭素価格が炭素費用の上限。そこまで炭素費用が高い場合にはコストをかけてでもＣＣ

Ｓをやるのが合理的であれば、ＣＣＳを反映した排出係数掛ける炭素価格に、ＣＣＳの費用を加

えたものが費用になる。ＣＣＳを行うことが合理的であれば後者が採用される。したがって、炭

素コストを今の想定水準は過小、もっと高くすべきだと主張する人がＣＣＳの費用もこの段階で

コストとして考えろというのは、それは一貫した議論だと思います。しかし今まで議論された炭

素価格の範囲からすると、むしろ今回は考えないのが自然。今の段階では、コストを下げて合理

的な選択肢にするために研究開発だとかに注力していくのが、自然な発想だと思います。 

 次、恐らく大もめになるであろうこの保険料相当のコストのところです。この議論が始まった

ときに私は、確率×予想損害額、これで保険料コストと算定することになるのではないかと恐れ

ていた。少なくとも松尾委員の早い段階でのご発言を額面通り受け取ると、そう誤認されかねな

い発言もあったと理解しています。 

 それは相当恐れていたのですが、どうやら濃淡はあっても、さすがにそれはしないことになっ

た。確率×損害額ではおさまりきらない、ある種のプレミアム、それを何と呼ぶかは別として、

その部分はちゃんと考慮するということなので、最悪の事態は避けられた。 

 リスクプレミアムについて大きくないとの意見は、その可能性は否定しませんが、私はおかし

いと思います。そもそもリスクプレミアムに関する考え方に関して、松尾委員の考え方には全く

賛同しかねます。もし仮に保険市場が実際に機能していて保険金を払うということになったとす

れば、僕はその保険料がコストとしてカウントされて当然だと思っています。その場合に保険会

社に利益があるではないかということを言うのは、保険市場が完全競争的であればそこで出てき

た保険料はまさに私的なコストでもあり社会的なコストであるはず。完全競争でない可能性があ

るという指摘に対しては、そんなことを言ったら発電所の建設費でも、発電機市場は完全競争で

はないかもしれない。実はコストと言っているのはメーカーの超過利潤も含まれていて、資本コ

ストを越えたメーカーの利益が発生している部分もあるから、それでは積みすぎだという議論と

本質的に同じ。他の費用でそんなことは考えていないのと同様に、この費用に関しても、もし市

場があったとすれば保険料で算定するのが正しいと私は思います。 

 市場が存在しないほどにリスクが大きなところで、国が考えざるを得ない状況で、もしもう少
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しリスクが小さくて市場が存在していたとしたらカウントされるであろうリスクプレミアムの部

分を、そういうものができないほどリスクが大きいときにはカウントしないなどというのは論理

的に全くおかしい。名目的でない額のリスクプレミアムに対応する費用があると考えざるを得な

いと思います。前回のやり方は、そういうところでの妥協の産物だったと思います。 

 議論の結果だんだんわかってきたのは、確率の問題について、今後どういう対策がとられるか

わからないけれども、世界最高水準の安全水準を設定した上で、それでもこれぐらい積むべきだ

と考えていた委員と、そうではなく、対策前の確率を前提にしていた委員の間で、思惑が食い違

っていたということ。前回の議論のときにも、あそこで出てきたものは明らかに過小だけれども、

最小限これぐらいは積まないと、と思っていた人も、これはかなり過大だろうけれども、この状

況でこれぐらい積まないと国民は納得しないだろうと、上限のように捉えていた人といたのでし

ょう。前者のような発想で下限と捉えていた人とでは、恐らく思惑が全く違っていた。妥協の産

物として前回の方式が出てきたと思う。前回方式の前提条件を明らかにしておかなかったのは、

そのときの委員であった私自身の責任でもある。この点とても反省しています。きちんと明らか

にしなかったのは事実。 

 はっきりさせていなかった結果として、あのときの議論は、昔の安全対策、基準を前提として

いたではないかという指摘に対して明確に反論する材料を持ち合わせていない。少なくとも私は

そう思っていなかったのですが、一部の委員にとっては、今回のものが前回とインコンシステン

トではないということは、ようやく理解しました。 

 その点私はとても残念なのですが、論理的に今までとの継続性があると強弁できるやり方が今

回提案されてきたと納得せざるを得ない。 

 しかし、一方で認識しなければいけないのは、前回の推計は、これでは過小だと思っていた人

と、これは過大と思っていた人の思いの中間点だったとすると、今回の推計値は保険料相当額を

減らす方向に変更したのは間違いない。この点は認識する必要はあると思います。その点で、松

尾委員が今後出てくる損害賠償制度だとか、仮にひょっとして出てくるかもしれない保険料だと

かをリンクさせないと明確に言っていただいたのは、とてもよかった。 

 私自身が強く心配しているのは、既に一度申し上げてしつこく繰り返して申しわけないのです

が、一番恐れている事態は、この後ひょっとして諸外国は損害賠償責任が有限になっていて日本

もそうすべきだなどという議論が仮に採用され、有限責任制が導入されて、しかしだからと言っ

てコストも負担しないで国が全部面倒を見るのなどという無体な議論にはいくら何でもならない

と思いますから、当然もし万が一そんな制度が入れられたとすると保険料をどうすべきかという

議論になると思う。その保険料算定に際して、とう算定したらいいのかわからないという議論は
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当然出てくると思うのですが、同じように。ここでコストの検証をしたものがあるからこれを使

えばよいという安易な議論が出てくると、今回ここの費用を下げたことが相当に悪いインパクト

を与える、原子力事業者の利益、国民にとって災厄になると思います。 

 安全対策コストを過大に見積もったということがあったとしても、実際に原子力事業者はこれ

だけ負担するわけではありません。実際にはちゃんとメーカーと交渉することになるので、明ら

かに今回の査定が過大でも、「この委員会がこれだけのコストと言ったからその額払え」とプラン

トメーカーが言ったとしても、当然交渉して価格を下げることになるはずです。しかし今回の保

険料相当の費用のように市場性のないものについては、本当にここの数字がそのまま使われかね

ないことを懸念している。とても心配。 

 ただ、後からいろいろな人に言われたのですが、そもそも有限責任を入れるなどというような、

そんな無責任な制度を入れようとすれば、抵抗する人が相当いるはずだから、そのような制度が

入れられる現実性はほとんどない。お前の心配は杞憂と言われ、それはそうかもしれないと思っ

たので、それも納得はした。しかしもし万が一私が恐れるような、可能性は極めて低いと思いま

すが、そういう妙なことをされたときに、この委員会のこの数字を使って保険料を算定したとす

れば、明らかにそれは過小だと私は思っています。その点だけはきちんと言っておかなければ、

将来本当に安直に利用されかねないと思うので、発言させていただきました。 

 以上です。 

○山地座長 

 前半のほうのＣＣＳで炭素コストの関連というような話はそのとおりだと思いますが、資料の

中にもトンＣＯ２で 100 ドルぐらいとか、あるいはキロワットアワーで３円ぐらい上がりそうだ

ということは、とてつもなく高いというわけではない。キロワットアワー３円も大体換算すると

１万円弱ぐらいのところになると思います。 

 あとはまた事務局のほうに回答していただきますが、一通り発言いただいたのですが、秋池委

員はよろしいですか、後半の議題は。はい。 

 松尾委員、先ほどの話の関連だと思います。どうぞ。 

○松尾委員 

 ありがとうございます。 

 今何人かの委員のご発言を伺っている限りでは、多分事務局案相当でおおむねいろいろ不満は

あるにせよこれぐらいで良いのではないかということ、それから保険ないしは原子力賠償制度と

いったものとのリンクはしないということ、それから今後継続的に評価を進めていくべきこと、

その３つぐらいそろっていればそれほど違和感ないということで合意がなされるものかなという
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ふうに私は理解していまして、それはそれでいいと思います。 

そうするとあとはつけ足しになるのですが、やはりこのリスクプレミアムの話で私は松村委員

と意見が違うところでして。私が申し上げているのは、もし仮に、リスクプレミアムといったと

きに例えば保険会社があってそこにリスクを預けると、そうすると多分保険市場が現状で成立し

ていないとおっしゃいましたけれども、原子力のリスクというものを全部１社で引き受けるよう

なのは多分あり得ないと思うのです。そうすると、仮にあえてしてもらうとするとそれはすごい

高いものになると。それをもって「リスクプレミアム」とするのであれば、それは正しくないだ

ろうというのが私の意見です。 

 それはやはり経済の規模というものがあって、何度も申し上げますけれども、私という小さな

経済の主体がより大きな保険会社にリスクを預けるのであればそれは、リスクプレミアムとして

認識すべきなのですが、逆に国という非常に大きな経済の主体がより小さなところにリスクを預

けるというのはあり得ないので、したがって保険料相当、市場化してもしなくてもいいのですが、

仮想された保険会社への保険市場相当で評価するというのは正しくないであろうというのが私の

意見です。 

 その辺は意見の違いだと思うのですが、ただ今回のまとめにはそれほど関係しないようにも思

われますので、ここは継続的に議論していけばいいのかなというふうに思います。 

○山地座長 

 では、後半の資料４から６についての議論は以上として、あとは事務局のほうから質問等もご

ざいましたので、ご対応をお願いします。 

○奥家需給政策室長 

 事務局のほうから幾つかいただいた質問にお答えをさせていただきます。 

 まずＣＣＳですけれども、ＣＣＳはエネルギー基本計画でも明確に申し上げておりますが、技

術開発をしっかりと進めていくということ、そこのポジションは変わるものではございません。 

 一方で、第２回のこちらのワーキンググループの資料のほうで検証の対象となるコストの考え

方の中でも明確にさせていただいておりますが、特定できる費用を計上するということでござい

まして、ＣＣＳについて今の段階で計算に値する特定できる費用というものが今のところないと

いうことで、計算できないというのが正しいご理解であろうかと思います。 

 したがいまして、将来当然のことながらＣＣＳが実用化されてくる形でコスト認識ができるよ

うになってくればそれはコストの計算が対象になってくるということでございまして。今の段階

できっちりとＣＣＳの実現に向けた技術開発をしっかりやっていくということでございます。 

 そちらについては資料４の１でご紹介をさせていただいておりますけれども、例えば北海道苫
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小牧におけるＣＯ２分離回収から圧入まで行う実証事業でありますとか、あと大崎のクールジェ

ンのようなプロジェクト、そういったような形で取組を進めているというところでございます。 

 続きまして、荻本委員のほうからご質問がありました石油火力のところについてのご質問でご

ざいます。まず新設をしないということではなかったかということでございますが、石油への依

存が強く意識されるようになって、石油を発電に使うのはどう考えるべきかということで70年代

議論があって、ＩＡＥＡの原則という形で1979年にまとめられたものでは、ベースロード用の石

油火力はつくらないというような形で禁止をされているということでございますが。一方で、ピ

ーク対応にするような石油火力について新設をしてはいけないということにはなってはいないと

いうことでございます。 

 ここのところではあくまでも将来の可能性というような形で考えているということで、2030年

事態として全くそういった調整電源としての石油火力がないというふうに言い切れるのかという

ことになってくるとそこはまた話が変わってくるということでございますので、モデルプラント

として捉えた場合には2030 年のものについての熱効率は勘案をすると。ただし、2020 年につい

ては現在建設計画ございませんので、したがってそこのところについて勘案はしないという形で

考えさせていただいております。 

 続きまして、増井委員のほうから損害費用の認識のところお話をいただきました。まず損害費

用ですけれども、前回2011年コスト検証委においては、当時コストとして認識をされたのが7.9

兆円。これに出力でありますとか人口とかそういったものを勘案した形の補正を行って5.8兆円

を損害費用として認識をしたということでございます。今回については第３回のワーキンググル

ープでもご議論いただきましたが、損害費用については直近、前回2011年にコストとして認識す

べきと認定された費用について直近の新しいデータを反映させるということになりますので、し

たがって前回認識された7.9兆円よりもふえるということになります。ここはきちっと前回の考

え方、損害費用として認定する範囲のところについての考え方を踏襲して最新のデータを使いま

すので、ここは増加しますということでございます。 

 続きまして、揚水については、こちらは結論として松村委員のご指摘のとおりだと私は思って

おりますが、座長に最後とりまとめていただくのが適当かというふうに思っております。 

 事務局からは以上でございます。 

○山地座長 

 よろしいでしょうか。荻本委員、どうぞ。 

○荻本委員 

 石油火力のところなのですが、もし調整用ということであれば、外国のプラクティスは単なる
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ガスタービンなのですよね。だから、何のためにそれを選んだのかということははっきりしてい

ただけるといいかなと思います。 

○奥家需給政策室長 

 すみません、改めまして大変恐縮でございます。実は石油火力のところについて、先ほどもち

ょっとご紹介をさせていただきましたが、2011 年検証委が報告書を12 月にまとめた後に、２カ

月ぐらいコールフォーエビデンスをかけておりました。その後にコールフォーエビデンスをかけ

ている間に実は同じ意見が提出されていて、それに対して事務局のほうで３月ぐらいにたしか検

証委が行われたときに一応こう対応しますということをまとめて提出をしていた。ただし、報告

書のほうにそれは反映されていなかったということでございまして。前回、戦略室が事務局やっ

ていたわけですが、そこでは反映をさせますというふうに明確にお答えをしていたということで

ございまして、そことのいわゆるシークエンシー、連続性、継続性も踏まえた形でやはり勘案す

る必要があるだろうと思っています。 

 その上で、前回のお答えでは2020年時点についても反映をするというふうに答えていたわけで

すが、それを踏襲することは今現在の段階において建設計画がないのにそれを反映させるという

ことはやはり今の現状の変化ということを踏まえた形で対応するに当たっては、そこはさすがに

前回とは異なっていてもよいだろうということで、こういった形で整理をさせていただければと

思っているということでございます。 

○荻本委員 

 それで全然構わないのですが、調整用ということは稼働率が低いことの領域のみの試算をやる

ということになりますから。 

○山地座長 

 よろしいでしょうか。山名委員、どうぞ。 

○山名委員 

 すみません、手短にやります。ちょっと言いわけだけ。さっきＣＣＳで言いましたが、あれは

単なる皮肉でございまして、ちゃんと考えろよというメッセージでございます。 

 それで、何でかと言いますと、やはり2050年を目指してＣＯ２を下げるというのはすごく大事

なことで、それは炭素価格に出てくればそれはいいのですが、今我々が取り組んでいるこのミッ

クスの議論というものの傾向というのはやはり再生可能を増やそうという大きな目標があって、

しかしそれがゆえに火力は、どちらかというと火力をちゃんと新設して再生とともに火力を使っ

ていこうと、原子力を下げるということはそういう意味ですから。だから、火力シフトも今考え

ていることになるわけですよ、現実的に。しかし、それは2030年までに火力発電所のリプレース
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というのは絶対必要なのです、たくさん古いのが出てきて。さっきのガスのコンバインドとか石

炭とかやはりリプレースせざるを得ないというところが必ずあるわけですよ。そうすると、抜本

的省エネができるとかそういうことがない限り炭素に対する 2050 年ぐらい見たときの覚悟とい

うのは相当必要で、その判断というのは2030年より前に来ている可能性があるわけです。 

 だから、2030 年にＣＣＳの価格を表現できないというのはよくわかったのだけれども、2050

年ぐらいを見て炭素に取り組むのだという姿勢は大事ですよという皮肉を言いたかっただけであ

りまして、ぜひよろしくお願いします。 

○山地座長 

 皮肉どころかエンカレッジメントに聞こえますね。ＣＣＳはＲＩＴＥの重要な研究テーマであ

りまして、所長としては今のご発言を聞いて大分安心したところでございます。 

 ということで、少しいつもの簡単なとりまとめというのをやらせていただきたいと思います。 

 まず、資料１のところの太陽光・風力発電のコスト低減の考え方ですが、累積生産量について

は見通しということですね、要するにいわゆる習熟効果での低減の評価ですから。そういう意味

ではWorld Energy Outlookの新政策シナリオぐらいがベースになるのではないかというのが先ほ

どの事務局の回答でしたけれども、おおむねそれで大きな異論はなかったのではないか。ただ、

いろいろな見通しがありますからそれを反映して少し幅を見ようと。ただ、そのときに目標を決

めてバックキャストで予測しているものについては、どうしてもウィッシュフルなデータになっ

ているので少し注意が必要だと。 

 それから、国際価格に収れんするというケースも考えているのですけれども、これはあり得る

という意見もありますし、しかし国内価格が残るという部分もある。また、国内価格自体も上下

幅がある。要するに幅で示すことが大事ということかと思います。 

 それから、特に火力の調整コストのところは細かく検討されているのですが、揚水の固定費用

の回収ロス、これをどう扱うか。揚水の運用が自然変動電源がたくさん入ってくることによって

明らかに変わっていくということは事実であります。ただ、それをでは特定電源に帰属させ得る

ものなのか。例えば今回全国一律で計算しますよということになった、地域を考えたりする場合

には特定化することはあり得るとは思うのですけれども、ただ今回のコスト検証の中で特定電源

に割り振るというのはなかなか揚水の場合固定費の回収ロス分については難しかろう。ただし、

試算はする必要がある。つまりある意味別枠でと言いますかね。調整コストは自然変動電源の調

整コストですけれども、これも導入量依存でありますから、太陽光と風力にどう割り振るのかと

いう問題などはなかなか難しいので、これもある意味別枠で評価する。それとさらに別枠の中で

も揚水の固定費用、回収ロスの分についても計算はしてみるが、参考程度に扱うということかと
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思います。 

 それから、今までずっと議論してきました原子力発電の事故リスク対応費用ですね、これに関

しては追加的安全対策費との関連がある。論理的にあるわけですが、それを今回わかりやすく、

特に資料５の一番最後の図はある意味わかりやすいのですけれども、示した。前回の試算では、

両方足したら約0.8円になるというところでした。しかし事故リスクのときの損害額の計算の5.8

兆円でしたか、それ以上という表現だったわけで特に固定されたわけでもない。やはり今回問題

になるのは追加的安全対策をやった場合に、では事故リスク対応費用を計算するときのリスクプ

レミアムを考えたところの確率ですね、それをどうやるか。これは最近ＰＲＡは進んできている

わけで、その中のごく一部の感度解析にしたところを見ると、おおむねその一つの対策に関する

者だけでで、確率が半分ぐらいになっているというような効果もあるということでした。そこの

ところは関連がやはりあるわけですね、対策を打ったことで。前回と違って今回は具体的な対策

がリストアップされているわけで、それに対する確率論的安全性評価も一部進んでいるわけなの

で、やはりそこはある程度勘案すべきだろう。しかし、ではリスクプレミアムのところも入れて

具体的な数字を本当に詰めていけるか、ここはなかなか難しいので慎重に整理してというのが事

務局の案に書いてあるのです。これはきょうの議論を踏まえて対応していくと。 

 どうしても合意が得られなければ、前回の議論の中で植田委員がおっしゃったのですかね、あ

る意味前回のものを受けて今回アップデートできるところはアップデートするというわけですか

ら、前回のものを一つのリファレンスにせざるを得ないかなという気が私は個人的にはしていま

す。 

 ということぐらいでございまして、全体として今日までの議論でどういう方法で計算をしてい

くかということの考え方は整理されたと思います。もちろん検討中の課題は今のようにあるわけ

ですけれども、それも踏まえてもう計算にそろそろ入っていかないといけないタイミングですの

で、次回以降は事務局のほうで各電源の発電コスト等の試算をそろそろ始めてこの場で議論する

という場にしていきたいというふうに思っております。 

 以上でございます。 

 

（３）閉会 

○山地座長 

 では、今回第５回目のワーキンググループでしたけれども、以上で終了したいと思います。 

 どうもありがとうございました。 

以上 


